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Although many CGE models have already been developed for analyzing the climate 
policy in Japan, most of them only investigate national level impacts. However, 
impacts of emissions regulations are likely to vary considerably by region because 
there are large regional differences in household expenditure pattern and industry 
structure. To investigate regional impacts of greenhouse gas (GHG) emissions 
regulations in Japan, we construct a new multi-regional CGE model with 9 regions in 
Japan and estimate regional GHG emissions.  We analyze impacts of 10% reduction of 
GHG on regional GDP, welfare and production. Our simulation shows that regions 
with the higher share of energy-intensive industries and thermal power generation 
incur the larger loss in GDP. 
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 温暖化対策を対象とした CGE モデルの分析は、京都議定書採択、京都議定書に続く 2013 年
以降の国際的な枠組みを決めるために 2009 年に開かれた COP15 およびそれ以降の議論のた
めに、研究者や研究機関（例えば、日本経済研究センターの JCER CGEモデル、国立環境研究
















 環境分野では輸送費を考慮した空間CGEモデルのPongsunand and Taguchi（2011)を除いてほ
とんど研究が見られないが、環境以外の分野では多地域CGEモデルを開発した例が尐ないなが
                                              





ベースに構築された Takeda and Ban(2010)は完全競争の静学モデルで貿易自由化の影響を地
域別に分析にした研究である。本稿のモデルも Takeda and Ban(2010)を参考にしている。以上が









































































































表 2 産業区分 
集計後の産業 集計対象  集計後の産業 集計対象 







鉱業 鉱業  衣服・その他の繊維既製品 
石炭・原油・天然ガス 石炭・原油・天然ガス  製材・木製品・家具 
石油・石炭製品 石油・石炭製品  パルプ・紙・板紙・加工紙 
飲食料品 飲食料品  印刷・製版・製本 
化学 
化学基礎製品  プラスチック製品 
合成樹脂  窯業・土石製品 
化学最終製品  精密機械 
医薬品  その他の製造工業製品 
鉄鋼 鉄鋼  再生資源回収・加工処理 
非鉄金属 
非鉄金属  建設 建設 
金属製品  電力 電力 
一般機械 
一般機械  ガス ガス・熱供給 
事務用・サービス用機器  商業 商業 
電気機械 




民生用電気機器  金融・保険 
通信機械・同関連機器  不動産 
電子計算機・同付属装置  住宅賃貸料（帰属家賃） 
電子部品  その他の情報通信 
輸送機械 
乗用車  情報サービス 
その他の自動車  公務 
自動車部品・同付属品  教育・研究 
その他の輸送機械  医療・保健・社会保障・介護 
   広告 
   物品賃貸サービス 
   その他の対事業所サービス 
   対個人サービス 
   その他 
   古紙 





表 3 発電比率（％、2005年度） 
地域名 火力 水力 原子力 水力＋原子力 
北海道 57.1  12.4  30.5  42.9  
東北 43.2  8.6  48.2  56.8  
関東 60.7  7.3  32.0  39.3  
中部 82.4  13.9  3.7  17.6  
近畿 35.2  7.9  56.9  64.8  
中国 78.1  5.6  16.3  21.9  
四国 62.2  4.3  33.5  37.8  




2.3 エネルギー消費と CO2排出量の推計 













































 モデルの構造については、武田等（2010）や川崎等（2009）らの JCER-CGE モデルを参考にし
ている部分が多い(表 4)。相違点としては、まず、JCER-CGEモデルでは部門によって複数のタイ
プの生産関数を利用していたが、複数の関数形を利用する場合にはパラメータ設定の作業が繁



































































































表 5 パラメータの設定 
代替の弾力性 記号 数値 
資本・エネルギー、電力、特殊要素 elas_va 0.3 
VAE と中間投入の代替 elas_vai 0 
資本・エネルギーと労働 elas_lke 0.1 
電力と電力以外のエネルギー elas_ele 0.1 




   
効用関数   
消費と貯蓄 elas_u 1 
上記以外の各財 elas_c 0.3 
   
国内財の地域間の代替の弾力性 （elas_dd）   
鉄鋼  1 
電力  0 
ガス  0 
商業  0 







農林水産業 1 1.2 
鉱業 1 0.45 
石炭・原油・天然ガス 0.1 4.23 
飲食料品 1 1.25 
その他製造業 1 1.8 
化学 1 1.65 
石油・石炭製品 1 1.05 
鉄鋼 1 1.5 
非鉄金属 1 2 
一般機械 1 2.05 
電気機械 1 2.2 
輸送機械 1 1.55 
建設 1 0.95 
電力（原子力・水力＋火力） 0 0 
ガス 0 0 
商業 0.5 0.25 
運輸 0.5 0.25 










の配分の決定は、CET関数（constant elasticity of transformation関数）に従って行われると仮定
している。これは、国内向けの財と輸出向けの財が不完全代替であることを意味している（変形の


























図 3 電力の統合 
 
















































































図 5 国内財・輸入財の統合（Armington統合） 
 
 


















格 ip は 
CO2~ ppp iii   
となる10。ただし、 ip
~ はエネルギー財 i の元々の価格、 CO2p は排出権価格、 i はエネルギー財 i
の排出係数である。排出権市場において企業、家計はプライステイカーと仮定するので、排出権
                                              




















計算は、GAMSの Solver PATHと Solver MPSGEを利用して行われる11。以下、シミュレーションの
内容に関して詳述する。 
 






















  政府の排出権収入＝排出権価格 × 排出規制の量 
                                              







表 7 人口（2005年） 
  万人 全国比(％) 
北海道 563 4.4  
東北 963 7.5  
関東 5,080 39.8  
中部 1,351 10.6  
近畿 2,171 17.0  
中国 768 6.0  
四国 409 3.2  

















































































































図 7 排出規制の地域別 GDPへの影響とエネルギー多消費産業の関係 
 
（注） 上段が構成比（％）、下段が基準ケースとの乖離率（％）。 

















































図 8 エネルギー多消費産業の生産比率と温暖化対策と基準ケースの生産の乖離率 
 



































































































表 8 温暖化ガス 10％削減の影響 
 














A. 主要な EOSすべて  （A1＝0.5倍、A2＝2倍） 
B. 国内財と輸入財の EOS  （B1=0.5倍、B2=2倍） 
C. 電力とその他エネルギーの EOS  （C1=0.5倍、C2=2倍） 
D. エネルギー間の EOS  （D１＝0.5倍、D2=2倍） 
全国 北海道 東北 関東 中部 近畿 中国 四国 九州
域内総生産（GDP） -0.5 -0.5 -0.5 -0.4 -0.6 -0.4 -1.0 -0.6 -0.5 
家計消費 -0.7 -1.4 -0.3 -0.7 -1.5 0.0 -1.6 -1.0 -0.6 
設備投資 -0.2 -0.7 0.8 -0.2 -0.7 0.3 -1.2 -0.5 -0.5 
粗生産（全産業） -1.4 -1.4 -1.1 -0.9 -1.4 -1.1 -3.5 -1.9 -2.2 
粗生産（製造業） -3.1 -8.6 -1.3 -1.5 -1.9 -2.2 -8.5 -6.1 -10.0 
粗生産（エネ多消費産業） -4.3 -11.3 -6.2 -1.1 -4.7 -0.9 -12.1 -7.4 -11.3 
電力価格 35.9 37.5 35.5 36.3 48.4 28.7 40.3 46.5 37.8 
電力生産 -11.6 -12.5 -10.9 -10.9 -13.0 -9.6 -15.3 -13.5 -12.2 
家計エネ消費（支出額）※ 25.5 24.7 26.6 24.7 26.9 23.0 24.7 28.2 25.2 
家計エネ消費（価格） 38.5 39.4 39.9 37.9 43.0 33.9 40.1 44.3 38.9 
家計エネ消費（数量）※ -10.1 -10.5 -9.5 -9.6 -11.2 -8.2 -11.0 -11.2 -9.9 
賃金 -3.5 -4.6 -4.0 -3.1 -4.0 -2.9 -4.2 -4.4 -4.3 
CO2削減量（05年比） -20.7 -20.0 -21.8 -18.7 -20.5 -20.0 -24.5 -21.9 -23.7 
CO2削減費用（万円/1トン） 1.2 -- -- -- -- -- -- -- --
等価変分（マクロ、10億円） -2367 -204 -16 -971 -563 45 -333 -98 -227 
等価変分（1人当たり、万円） -1.9 -3.6 -0.2 -1.9 -4.2 0.2 -4.3 -2.4 -1.5 
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E. 資本と労働の地域内の産業間の EOS  （E1=1, E2=2, E3=8に設定）13 
F. 政府の分配を同額に移転 
G. 地域毎に温暖化ガスを 90年比 10％削減 


























































                                              
15 東日本と西日本では電力の周波数が異なるが、ここでは周波数の問題は無視している。 
16Fを除いて効用と GDPの影響はほぼパラレルであるため F以外のケースでは効用の感応度分析は省略した。 
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表 9 GDPに対する感応度分析 （基準ケースとの乖離率） 
 
 
































シナリオ A1 A2 B1 B2 C1 C2 D1 D2
北海道 -0.54 -0.93 -0.35 -0.55 -0.54 -0.55 -0.53 -0.56 -0.51
東北 -0.51 -0.87 -0.31 -0.51 -0.50 -0.52 -0.49 -0.52 -0.48
関東 -0.37 -0.63 -0.24 -0.37 -0.37 -0.38 -0.36 -0.38 -0.35
中部 -0.61 -0.96 -0.42 -0.61 -0.60 -0.62 -0.59 -0.63 -0.57
近畿 -0.38 -0.66 -0.24 -0.39 -0.38 -0.39 -0.38 -0.40 -0.36
中国 -1.01 -1.49 -0.72 -1.01 -1.01 -1.02 -0.99 -1.04 -0.95
四国 -0.64 -1.04 -0.43 -0.64 -0.64 -0.65 -0.62 -0.66 -0.60
九州 -0.53 -0.89 -0.34 -0.53 -0.52 -0.54 -0.51 -0.54 -0.50




























E1 E2 E3 F G H1 H2 I
北海道 -0.54 -0.54 -0.54 -0.54 -0.54 -0.57 -0.59 -0.57 -0.63
東北 -0.51 -0.50 -0.50 -0.51 -0.51 -0.42 -0.56 -0.54 -0.46
関東 -0.37 -0.38 -0.37 -0.37 -0.37 -0.45 -0.40 -0.39 -0.57
中部 -0.61 -0.61 -0.61 -0.61 -0.61 -0.62 -0.67 -0.64 0.77
近畿 -0.38 -0.38 -0.39 -0.39 -0.38 -0.41 -0.41 -0.40 -0.73
中国 -1.01 -0.99 -0.99 -1.00 -1.02 -0.71 -1.10 -1.06 -1.03
四国 -0.64 -0.63 -0.63 -0.64 -0.64 -0.57 -0.70 -0.67 -0.20
九州 -0.53 -0.52 -0.52 -0.53 -0.53 -0.41 -0.57 -0.55 -0.64
全国 -0.48 -0.48 -0.48 -0.48 -0.48 -0.48 -0.51 -0.50 -0.46
A1 A2 B1 B2 C1 C2 D1 D2
北海道 -0.39 0.20 0.00 0.01 -0.01 0.02 -0.02 0.04
東北 -0.37 0.19 -0.01 0.01 -0.01 0.02 -0.02 0.03
関東 -0.26 0.13 0.00 0.00 -0.01 0.01 -0.01 0.02
中部 -0.35 0.19 0.00 0.01 -0.01 0.02 -0.02 0.04
近畿 -0.28 0.15 0.00 0.00 0.00 0.01 -0.01 0.02
中国 -0.48 0.28 0.00 0.00 -0.01 0.02 -0.03 0.06
四国 -0.40 0.21 0.00 0.00 -0.01 0.02 -0.02 0.04
九州 -0.36 0.19 -0.01 0.01 -0.01 0.02 -0.02 0.03
全国 -0.31 0.17 0.00 0.00 -0.01 0.01 -0.02 0.03
E1 E2 E3 F G H1 H2 I
北海道 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.03 -0.05 -0.03 -0.08
東北 0.00 0.00 0.00 0.00 0.09 -0.06 -0.03 0.05
関東 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.08 -0.02 -0.01 -0.20
中部 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.01 -0.06 -0.03 1.38
近畿 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.03 -0.02 -0.01 -0.35
中国 0.02 0.02 0.01 -0.01 0.30 -0.09 -0.05 -0.02
四国 0.01 0.01 0.00 0.00 0.08 -0.06 -0.03 0.44
九州 0.01 0.01 0.00 0.00 0.12 -0.05 -0.03 -0.11
全国 0.00 0.00 0.00 0.00 -0.01 -0.04 -0.02 0.02
27 
 












































付録 A 地域別発電量の推計17 








































































表 9 地域別発電量（万 Kw、2005年度） 
地域名 火力 水力 原子力 計 
北海道 25,097  3,352  17,752  46,201  
東北 50,427  10,696  66,351  127,474  
関東 160,278  19,165  82,809  262,252  
中部 103,943  17,578  15,904  137,426  
近畿 47,548  10,722  74,845  133,115  
中国 44,638  3,224  9,304  57,166  
四国 16,576  2,641  15,210  34,427  
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